
瀬戸市告示第１００号 

瀬戸市議会９月定例会を次のとおり招集する。  
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１ 

 

６年市長提出第５５号議案  

瀬戸市教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例の制定に

ついて  

瀬戸市教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例を次のように定

めるものとする。  

令和６年８月３０日提出  

瀬戸市長  川 本 雅 之  

瀬戸市教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例  

（趣旨）  

第１条 この条例は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３

１年法律第１６２号。以下「法」という。）第２３条第１項の規定に基

づき、市長が管理し、及び執行する教育に関する事務を定めるものとす

る。 

（職務権限の特例）  

第２条 市長が管理し、及び執行する教育に関する事務は、次に掲げるも

のとする。  

⑴ 博物館及び公民館の設置、管理及び廃止に関すること（法第２１条

第７号から第９号まで及び第１２号に掲げる事務のうち、博物館及

び公民館のみに係るものを含む。）。  

⑵ スポーツに関すること（学校における体育に関することを除く。）。  

⑶ 文化に関すること（次号に掲げるものを除く。）。  

⑷ 文化財の保護に関すること。  

附 則 

（施行期日）  

１ この条例は、令和７年４月１日（以下「施行日」という。）から施行



 

２ 

 

する。  

（瀬戸市公民館の設置及び管理に関する条例の一部改正）  

２ 瀬戸市公民館の設置及び管理に関する条例（令和５年瀬戸市条例第１

６号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

（使用時間） 

第５条 公民館の使用時間は、午前９時から午後

９時までの範囲内とする。ただし、第１７条の

規定により公民館の管理及び運営を指定管理者

に行わせる場合は、指定管理者が市長と協議し

て定めるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、特に必要

があると認めるときは、使用時間を変更するこ

とができる。 

（使用時間） 

第５条 公民館の使用時間は、午前９時から午後

９時までの範囲内とする。ただし、第１７条の

規定により公民館の管理及び運営を指定管理者

に行わせる場合は、指定管理者が教育委員会と

協議して定めるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育委員会は、特

に必要があると認めるときは、使用時間を変更

することができる。 

（休館日） 

第６条 ＜省略＞ 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、特に必要

があると認めるときは、休館日を変更し、又は

臨時に休館することができる。 

（休館日） 

第６条 ＜省略＞ 

２ 前項の規定にかかわらず、教育委員会は、特

に必要があると認めるときは、休館日を変更し

、又は臨時に休館することができる。 

（使用の許可） 

第７条 公民館の施設、附属設備及び備品（以下

「施設等」という。）を使用しようとする者は

、あらかじめ市長の許可を受けなければならな

い。その許可を受けた事項を変更する場合も、

また同様とする。 

２ 市長は、施設等の管理上必要があると認める

ときは、前項の許可に条件を付することができ

る。 

 （使用の許可） 

第７条 公民館の施設、附属設備及び備品（以下

「施設等」という。）を使用しようとする者は

、あらかじめ教育委員会の許可を受けなければ

ならない。その許可を受けた事項を変更する場

合も、また同様とする。 

２ 教育委員会は、施設等の管理上必要があると

認めるときは、前項の許可に条件を付すること

ができる。 

（使用の制限） 

第８条 市長は、次の各号のいずれかに該当する

（使用の制限） 

第８条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該



 

３ 

 

と認めるときは、施設等の使用を許可しない。 

 

⑴から⑷まで ＜省略＞ 

⑸ その他市長が不適当と認めるとき。 

当すると認めるときは、施設等の使用を許可し

ない。 

 ⑴から⑷まで ＜省略＞ 

 ⑸ その他教育委員会が不適当と認めるとき。 

（特別の設備等の使用） 

第１２条 使用者は、施設等の使用に際し、特別

の設備をし、又は備付けの器具以外の器具を使

用しようとするときは、あらかじめ市長の許可

を受けなければならない。 

（特別の設備等の使用） 

第１２条 使用者は、施設等の使用に際し、特別

の設備をし、又は備付けの器具以外の器具を使

用しようとするときは、あらかじめ教育委員会

の許可を受けなければならない。 

（使用許可の取消し等） 

第１４条 市長は、次の各号のいずれかに該当す

るときは、施設等の使用の許可を取り消し、又

は使用の中止を命ずることができる。 

 ⑴ ＜省略＞ 

 ⑵ 使用者が第７条第２項の規定による使用の 

許可に付された条件又は市長の指示に従わな 

いとき。 

 ⑶から⑸まで ＜省略＞ 

（使用許可の取消し等） 

第１４条 教育委員会は、次の各号のいずれかに

該当するときは、施設等の使用の許可を取り消

し、又は使用の中止を命ずることができる。 

 ⑴ ＜省略＞ 

 ⑵ 使用者が第７条第２項の規定による使用の 

許可に付された条件又は教育委員会の指示に 

従わないとき。 

 ⑶から⑸まで ＜省略＞ 

２ 前項各号のいずれかに該当し、施設等の使用

の許可を取り消し、又は使用の中止を命じた場

合において、使用者が損害を受けたときは、市

は、その責めを負わない。ただし、同項第５号

に該当し、市長が必要と認める場合にあっては

、この限りでない。 

２ 前項各号のいずれかに該当し、施設等の使用

の許可を取り消し、又は使用の中止を命じた場

合において、使用者が損害を受けたときは、市

は、その責めを負わない。ただし、同項第５号

に該当し、教育委員会が必要と認める場合にあ

っては、この限りでない。 

（損害賠償の義務） 

第１６条 公民館に入館した者及び使用者は、故

意又は過失により建物、設備、備品等を損傷し

、又は滅失したときは、その損害を賠償しなけ

ればならない。ただし、市長が損害を賠償させ

ることが適当でないと認めるときは、この限り

でない。 

（損害賠償の義務） 

第１６条 公民館に入館した者及び使用者は、故

意又は過失により建物、設備、備品等を損傷し

、又は滅失したときは、その損害を賠償しなけ

ればならない。ただし、教育委員会が損害を賠

償させることが適当でないと認めるときは、こ

の限りでない。 

（指定管理者） 

第１７条 市長は、公民館の管理及び運営を法人

その他の団体であって瀬戸市公の施設に係る指

定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１

（指定管理者） 

第１７条 教育委員会は、公民館の管理及び運営

を法人その他の団体であって瀬戸市公の施設に

係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（



 

４ 

 

６年瀬戸市条例第１６号）の規定により市長が

指定するもの（以下「指定管理者」という。）

に行わせることができる。 

平成１６年瀬戸市条例第１６号）の規定により

教育委員会が指定するもの（以下「指定管理者

」という。）に行わせることができる。 

（指定管理者が行う業務） 

第１８条 前条の規定により、指定管理者に行わ

せる業務は、次の各号に掲げるものとする。 

⑴から⑶まで ＜省略＞ 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、公民館の管理 

に関し市長が必要と認める業務 

２ 第７条、第８条、第１２条から第１６条まで

の規定は、前条の規定により、指定管理者に管

理を行わせる場合に準用する。この場合におい

て、第７条第１項、第８条及び第１２条から第

１５条までの規定中「使用」とあるのは「利用

」と、第７条、第８条、第１２条及び第１４条

中「市長」とあるのは「指定管理者」と、第１

２条から第１６条までの規定中「使用者」とあ

るのは「利用者」と、第１４条第１項中「使用

料」とあるのは「利用料（第１９条第１項に規

定する「利用料」をいう。）」と読み替えるも

のとする。 

 （指定管理者が行う業務） 

第１８条 前条の規定により、指定管理者に行わ

せる業務は、次の各号に掲げるものとする。 

⑴から⑶まで ＜省略＞ 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、公民館の管理 

に関し教育委員会が必要と認める業務 

２ 第７条、第８条、第１２条から第１６条まで

の規定は、前条の規定により、指定管理者に管

理を行わせる場合に準用する。この場合におい

て、第７条第１項、第８条及び第１２条から第

１５条までの規定中「使用」とあるのは「利用

」と、第７条、第８条、第１２条及び第１４条

中「教育委員会」とあるのは「指定管理者」と

、第１２条から第１６条までの規定中「使用者

」とあるのは「利用者」と、第１４条第１項中

「使用料」とあるのは「利用料（第１９条第１

項に規定する「利用料」をいう。）」と読み替

えるものとする。 

（委任） 

第２０条 この条例の施行に関し必要な事項は、

市長が定める。 

（委任） 

第２０条 この条例の施行に関し必要な事項は、

教育委員会が定める。 
  

（瀬戸市文化財保護条例の一部改正）  

３ 瀬戸市文化財保護条例（昭和４７年瀬戸市条例第１２号）の一部を次

のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

（設置） 

第３条 法第１９０条第２項の規定に基づき、瀬

（設置） 

第３条 瀬戸市教育委員会（以下「委員会」とい



 

５ 

 

戸市文化財保護審議会（以下「審議会」という

。）を置く。 

う。）に、瀬戸市文化財保護審議会（以下「審

議会」という。）を置く。 

（組織及び任期） 

第４条 審議会は委員７人以内で組織し、委員は

市長が委嘱する。 

２及び３ ＜省略＞  

（組織及び任期） 

第４条 審議会は委員７人以内で組織し、委員は

委員会が市長と協議して委嘱する。 

２及び３ ＜省略＞  

（任務） 

第５条 審議会は、文化財の保存及び活用に関し

、市長の諮問に答え、又は市長に意見を具申し

、及びこのために必要な調査研究を行う。 

（任務） 

第５条 審議会は、文化財の保存及び活用に関し

、委員会の諮問に答え、又は委員会に意見を具

申し、また、このために必要な調査研究を行う

。 

（指定等） 

第６条 市長は、文化財のうち市にとって重要な

ものを瀬戸市指定有形文化財、瀬戸市指定無形

文化財（以下「市指定無形文化財」という。）

、瀬戸市指定有形民俗文化財（以下「市指定有

形民俗文化財」という。）若しくは瀬戸市指定

無形民俗文化財（以下「市指定無形民俗文化財

」という。）又は瀬戸市指定史跡、瀬戸市指定

名勝若しくは瀬戸市指定天然記念物（以下「市

指定史跡名勝天然記念物」という。）（以下「

市指定文化財」と総称する。）に指定すること

ができる。 

２ 市長は、市指定無形文化財の指定にあたって

は、その保持者又は保持団体（無形文化財を保

持する者が主たる構成員となっている団体で代

表者の定めのあるものをいう。以下同じ。）を

認定するものとし、その指定後において必要と

認めるときは、保持者又は保持団体を追加して

認定することができる。 

３ 市長は、第１項の規定による指定をしようと

するときは、あらかじめ指定しようとする文化

財の所有者及び権原に基づく占有者の同意を得

なければならない。ただし、市指定無形文化財

若しくは市指定無形民俗文化財を指定しようと

（指定等） 

第６条 委員会は、文化財のうち市にとって重要

なものを市長と協議のうえ、瀬戸市指定有形文

化財、瀬戸市指定無形文化財（以下「市指定無

形文化財」という。）、瀬戸市指定有形民俗文

化財（以下「市指定有形民俗文化財」という。

）若しくは瀬戸市指定無形民俗文化財（以下「

市指定無形民俗文化財」という。）又は瀬戸市

指定史跡、瀬戸市指定名勝若しくは瀬戸市指定

天然記念物（以下「市指定史跡名勝天然記念物

」という。）（以下「市指定文化財」と総称す

る。）に指定することができる。 

２ 委員会は、市指定無形文化財の指定にあたっ

ては、その保持者又は保持団体（無形文化財を

保持する者が主たる構成員となっている団体で

代表者の定めのあるものをいう。以下同じ。）

を認定するものとし、その指定後において必要

と認めるときは、保持者又は保持団体を追加し

て認定することができる。 

３ 委員会は、第１項の規定による指定をしよう

とするときは、あらかじめ指定しようとする文

化財の所有者及び権原に基づく占有者の同意を

得なければならない。ただし、市指定無形文化

財若しくは市指定無形民俗文化財を指定しよう



 

６ 

 

する場合又は所有者若しくは権原に基づく占有

者が判明しない場合は、この限りでない。 

４ 市長は、第１項の規定による指定又は第２項

の規定による認定をしようとするときは、あら

かじめ審議会の意見を聞かなければならない。 

 

５及び６ ＜省略＞  

７ 市長は、有形の市指定文化財の指定をしたと

きは、その所有者に指定書を交付する。 

とする場合又は所有者若しくは権原に基づく占

有者が判明しない場合は、この限りでない。 

４ 委員会は、第１項の規定による指定又は第２

項の規定による認定をしようとするときは、あ

らかじめ審議会の意見を聞かなければならない

。 

５及び６ ＜省略＞  

７ 委員会は、有形の市指定文化財の指定をした

ときは、その所有者に指定書を交付する。 

（指定等の解除） 

第７条 市長は、市指定文化財がその価値を失っ

たときその他特別の理由が生じたときは、市指

定文化財の指定を解除することができる。 

 

２ 市長は、保持者が心身の故障のため保持者と

して適当でなくなったと認められるとき、保持

団体がその構成員の異動のため保持団体として

適当でなくなったと認められるときその他特別

の理由があるときは、保持者又は保持団体の認

定を解除することができる。 

３ 市長は、第１項の規定による指定の解除又は

前項の規定による認定の解除をしようとすると

きは、あらかじめ審議会の意見を聞かなければ

ならない。 

４及び５ ＜省略＞ 

６ 前項の場合には、市長は、有形の市指定文化

財及び市指定無形文化財に係るときは、その旨

を告示するとともにその所有者若しくは権原に

基づく占有者又は保持者若しくは保持団体とし

て認定されていたもの（保持団体にあっては、

その代表者（保持団体が解散した場合には、代

表者であった者））に通知し、市指定無形民俗

文化財に係るときは、その旨を告示するものと

する。 

（指定等の解除） 

第７条 委員会は、市指定文化財がその価値を失

ったときその他特別の理由が生じたときは、市

長と協議して市指定文化財の指定を解除するこ

とができる。 

２ 委員会は、保持者が心身の故障のため保持者

として適当でなくなったと認められるとき、保

持団体がその構成員の異動のため保持団体とし

て適当でなくなったと認められるとき、その他

特別の理由があるときは、保持者又は保持団体

の認定を解除することができる。 

３ 委員会は、第１項の規定による指定の解除又

は前項の規定による認定の解除をしようとする

ときは、あらかじめ審議会の意見を聞かなけれ

ばならない。 

４及び５ ＜省略＞ 

６ 前項の場合には、委員会は、有形の市指定文

化財及び市指定無形文化財に係るときは、その

旨を告示するとともにその所有者若しくは権原

に基づく占有者又は保持者若しくは保持団体と

して認定されていたもの（保持団体にあっては

、その代表者（保持団体が解散した場合には、

代表者であった者））に通知し、市指定無形民

俗文化財に係るときは、その旨を告示するもの

とする。 

（所有者の管理義務及び管理責任者） （所有者の管理義務及び管理責任者） 



 

７ 

 

第８条 有形の市指定文化財の所有者は、この条

例及びこれに基づく規則並びに市長の指定に従

い、当該市指定文化財を管理しなければならな

い。 

２ 有形の市指定文化財の所有者は、特別の事情

があるときは、もっぱら自己に代わり当該市指

定文化財の管理の責めに任ずべき者（以下「管

理責任者」という。）を選任することができる

。 

３ 前項の規定により管理責任者を選任したとき

は、所有者は、速やかに市長に届け出なければ

ならない。管理責任者を解任した場合も同様と

する。 

４ ＜省略＞  

第８条 有形の市指定文化財の所有者は、この条

例及びこれに基づく委員会規則並びに委員会の

指定に従い、当該市指定文化財を管理しなけれ

ばならない。 

２ 有形の市指定文化財の所有者は、特別の事情

があるときは、もっぱら自己に代り当該市指定

文化財の管理の責めに任ずべき者（以下「管理

責任者」という。）を選任することができる。 

 

３ 前項の規定により管理責任者を選任したとき

は、所有者は、速やかに委員会に届け出なけれ

ばならない。管理責任者を解任した場合も同様

とする。 

４ ＜省略＞ 

第８条の２ 市指定史跡名勝天然記念物の所有者

は、規則の定める基準により、その管理に必要

な標識、説明板、境界標、囲柵その他の施設を

設置するものとする。 

第８条の２ 市指定史跡名勝天然記念物の所有者

は、委員会規則の定める基準により、その管理

に必要な標識、説明板、境界標、囲さくその他

の施設を設置するものとする。 

（現状変更の制限等） 

第８条の３ 有形の市指定文化財（市指定有形民

俗文化財を除く。）に関しその現状を変更し、

又はその保存に影響を及ぼす行為をしようとす

るときは、あらかじめ市長の許可を受けなけれ

ばならない。ただし、現状の変更については規

則で定める範囲の維持の措置又は非常災害のた

めに必要な応急措置を執る場合、保存に影響を

及ぼす行為については影響の軽微である場合は

、この限りでない。 

２ 市長は、前項の許可を与える場合においては

、その許可に当該市指定文化財の保存上必要な

条件を付すことができる。 

３ 市長は、第１項の許可を受けた者が前項の許

可の条件に従わなかったときは、許可に係る現

状の変更若しくは保存に影響を及ぼす行為の停

止を命じ、又は許可を取り消すことができる。 

（現状変更の制限等） 

第８条の３ 有形の市指定文化財（市指定有形民

俗文化財を除く。）に関しその現状を変更し、

又はその保存に影響を及ぼす行為をしようとす

るときは、あらかじめ委員会の許可を受けなけ

ればならない。ただし、現状の変更については

委員会規則で定める範囲の維持の措置又は非常

災害のために必要な応急措置を執る場合、保存

に影響を及ぼす行為については影響の軽微であ

る場合は、この限りでない。 

２ 委員会は、前項の許可を与える場合において

は、その許可に当該市指定文化財の保存上必要

な条件を付すことができる。 

３ 委員会は、第１項の許可を受けた者が前項の

許可の条件に従わなかったときは、許可に係る

現状の変更若しくは保存に影響を及ぼす行為の

停止を命じ、又は許可を取り消すことができる



 

８ 

 

 

４ 市長は、第１項の許可を受けることができな

かったことにより、又は第２項の許可の条件を

付せられたことにより損失を受けた者に対して

は、その通常生ずべき損失を補償する。 

５ 市指定有形民俗文化財に関しその現状を変更

し、又はその保存に影響を及ぼす行為をしよう

とする者は、あらかじめ市長に届け出なければ

ならない。 

。 

４ 市は、第１項の許可を受けることができなか

ったことにより、又は第２項の許可の条件を付

せられたことにより損失を受けた者に対しては

、その通常生ずべき損失を補償する。 

５ 市指定有形民俗文化財に関しその現状を変更

し、又はその保存に影響を及ぼす行為をしよう

とする者は、あらかじめ委員会に届け出なけれ

ばならない。 

（届出） 

第９条 有形の市指定文化財の所有者（管理責任

者がある場合で、管理責任者に関して第２号の

事由に該当するとき又は第３号若しくは第４号

の事由に該当するときは、管理責任者）は、次

の各号のいずれかに該当するときは、速やかに

その旨を市長に届け出なければならない。 

⑴から⑷まで ＜省略＞  

２ 有形の市指定文化財の所有者（管理責任者が

ある場合で、第１号の事由に該当するときは、

管理責任者）は、次の各号のいずれかに該当す

るときは、あらかじめ市長に届け出なければな

らない。ただし、規則で定める場合には、届出

を要せず、又は事後に届け出ることをもって足

りる。 

⑴及び⑵ ＜省略＞  

３ 第６条第２項の規定により市指定無形文化財

の保持者又は保持団体として認定されたものが

次の各号のいずれかに該当するときは、保持者

（保持者が死亡した場合にあっては、その相続

人）又は保持団体の代表者（保持団体が解散（

消滅を含む。以下同じ。）した場合にあっては

、代表者であった者）は、速やかに市長に届け

出なければならない。 

（届出） 

第９条 有形の市指定文化財の所有者（管理責任

者がある場合で、管理責任者に関して第２号の

事由に該当するとき並びに第３号及び第４号の

事由に該当するときは、管理責任者）は、次の

各号のいずれかに該当するときは、速やかにそ

の旨を委員会に届け出なければならない。 

⑴から⑷まで ＜省略＞  

２ 有形の市指定文化財の所有者（管理責任者が

ある場合で、第１号の事由に該当するときは、

管理責任者）は、次の各号のいずれかに該当す

るときは、あらかじめ委員会に届け出なければ

ならない。ただし、委員会規則で定める場合に

は、届出を要せず、又は事後に届け出ることを

もって足りる。 

⑴及び⑵ ＜省略＞  

３ 第６条第２項の規定により市指定無形文化財

の保持者又は保持団体として認定されたものが

次の各号のいずれかに該当するときは、保持者

（保持者が死亡した場合にあっては、その相続

人）又は保持団体の代表者（保持団体が解散（

消滅を含む。以下同じ。）した場合にあっては

、代表者であった者）は、速やかに委員会に届

け出なければならない。 

 ⑴から⑶まで ＜省略＞ ⑴から⑶まで ＜省略＞ 

（補助等） （補助等） 



 

９ 

 

第１０条 市長は、市指定文化財の管理、修理、

復旧、公開その他その保存及び活用に要する経

費の全部又は一部につき、予算の範囲内で補助

し、又は負担することができる。 

第１０条 市は、市指定文化財の管理、修理、復

旧、公開その他その保存及び活用に要する経費

の全部又は一部につき、予算の範囲内で補助し

、又は負担することができる。 

（管理等に関する勧告等） 

第１１条 市長は、市指定文化財の管理、修理、

復旧その他の保存に関して所有者若しくは管理

責任者又は保持者若しくは保持団体に対し、必

要な勧告又は指示をすることができる。 

（管理等に関する勧告等） 

第１１条 委員会は、市指定文化財の管理、修繕

、復旧その他の保存に関して所有者若しくは管

理責任者又は保持者若しくは保持団体に対し、

必要な勧告又は指示をすることができる。 

（公開等の勧告） 

第１２条 市長は、市指定文化財（市指定史跡名

勝天然記念物を除く。）の公開その他の活用に

関して所有者若しくは管理責任者又は保持者若

しくは保持団体に対し、必要な勧告をすること

ができる。 

（公開等の勧告） 

第１２条 委員会は、市指定文化財（市指定史跡

名勝天然記念物を除く。）の公開その他の活用

に関して所有者若しくは管理責任者又は保持者

若しくは保持団体に対し、必要な勧告をするこ

とができる。 

（所有者変更に伴う権利義務の承継） 

第１３条 市指定文化財の所有者が変更したとき

は、新所有者は、当該市指定文化財に関し、こ

の条例に基づいてする市長の勧告、指示その他

の処分による旧所有者の権利義務を承継する。 

（所有者変更に伴う権利義務の承継） 

第１３条 市指定文化財の所有者が変更したとき

は、新所有者は、当該市指定文化財に関し、こ

の条例に基づいてする委員会の勧告、指示その

他の処分による旧所有者の権利義務を承継する

。 

（補助金等の返還） 

第１４条 市長は、第１０条の規定に基づく補助

金又は負担金（以下「補助金等」という。）の

交付を受けたものが、次の各号のいずれかに該

当するときその他特別の理由が生じたと認める

ときは、当該補助金等の全部又は一部の返還を

命ずることができる。 

⑴ 市指定文化財の管理、修理、復旧、公開そ

の他その保存及び活用に関し、条例又はこれ

に基づく規則に違反したとき。 

⑵から⑷まで ＜省略＞  

（補助金等の返還） 

第１４条 委員会は、第１０条の規定に基づく補

助金又は負担金（以下「補助金等」という。）

の交付を受けたものが、次の各号のいずれかに

該当するときその他特別の理由が生じたと認め

るときは、当該補助金等の全部又は一部の返還

を命ずることができる。 

⑴ 市指定文化財の管理、修理、復旧、公開そ

の他その保存及び活用に関し、条例又はこれ

に基づく委員会規則に違反したとき。 

⑵から⑷まで ＜省略＞  

（調査又は報告） 

第１５条 市長は、必要があると認めるときは、

あらかじめ、市指定文化財の所有者、管理責任

（調査又は報告） 

第１５条 委員会は、必要があると認めるときは

、あらかじめ、市指定文化財の所有者、管理責



 

１０ 

 

者、保持者若しくは保持団体の同意を得て、当

該市指定文化財の現状、管理又は修理若しくは

復旧の状況を調査し、又は報告を求めることが

できる。 

任者、保持者若しくは保持団体の同意を得て、

当該市指定文化財の現状、管理又は修理若しく

は復旧の状況を調査し、又は報告を求めること

ができる。 

（委任） 

第１６条 この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。 

（委任） 

第１６条 この条例の施行に関し必要な事項は、

委員会規則で定める。 
  

 （瀬戸市文化財保護条例の一部改正に伴う経過措置）  

４ この条例の施行の際現に前項の規定による改正前の瀬戸市文化財保護

条例（以下「旧条例」という。）第４条第１項の規定により委嘱された

委員は、この条例の施行日に前項の規定による改正後の瀬戸市文化財保

護条例（以下「新条例」という。）第４条第１項の規定により委嘱され

たものとみなす。この場合において、当該委嘱されたものとみなされる

者の任期は、同条第２項の規定にかかわらず、旧条例の規定により定め

た任期の残任期間と同一の期間とする。  

 （瀬戸市公民館の設置及び管理に関する条例等の一部改正に伴う経過措

置） 

５ この条例の施行前に附則第２項の規定による改正前の瀬戸市公民館の

設置及び管理に関する条例若しくは旧条例（以下「改正前条例等」とい

う。）の規定によりされた許可その他の行為又はこの条例の施行の際現

に改正前条例等の規定によりされている届出その他の行為は、この条例

の施行後は、附則第２項の規定による改正後の瀬戸市公民館の設置及び

管理に関する条例又は新条例の相当規定によりされた許可その他の行為

又は届出その他の行為とみなす。  

 

（理 由） 



 

１１ 

 

この案を提出するのは、博物館及び公民館の設置等に関すること並びに

スポーツ及び文化に関することについて、施設の機動的かつ一体的な活用

の促進、スポーツを通じた経済及び地域の活性化並びにやきもののまちと

して地域資源（歴史、文化、産業）の活用を、総合的なまちづくりの観点

から、地域振興、まちづくり等の関連行政と併せて市長が管理執行するこ

とで、施設、スポーツ及び文化の持つ効用をより活かしていくため必要が

あるからである。  



 

１２ 

 

６年市長提出第５６号議案  

   市有財産（土地）の売払いについて  

 本市は、次の内容により市有財産（土地）を売り払うものとする。  

  令和６年８月３０日提出  

瀬戸市長  川 本 雅 之  

１ 土地の所在  瀬戸市萩殿町２丁目１７８番１、１７８番２  

２ 地   目  宅地 

３ 登 記 面 積  １８，６５５．４７平方メートル  

４ 売 払 方 法  制限付き一般競争入札  

５ 売 払 価 額  ５１０，０１０，０００円 

６ 売 払 先  名古屋市東区泉一丁目１３番３６号  

         シー・クエンス株式会社  

         代表取締役  藤井浩彦 

 

 （理 由） 

 この案を提出するのは、市有財産（土地）を売り払うに当たり、議会の

議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和５２年瀬

戸市条例第１号）第３条の規定により、議会の議決を求めるため必要があ

るからである。  

 



 

１３ 

 

６年市長提出第５７号議案  

瀬戸市事務分掌条例の一部改正について  

瀬戸市事務分掌条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとす

る。 

令和６年８月３０日提出  

瀬戸市長  川 本 雅 之  

瀬戸市事務分掌条例の一部を改正する条例  

 瀬戸市事務分掌条例（平成１７年瀬戸市条例第２６号）の一部を次のよ

うに改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（市長直轄組織及び部の設置） （市長直轄組織及び部の設置） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１５８条第１項の規定に基づき、市長の権限

に属する事務を分掌させるため、次の市長直轄

組織及び部を置く。 

  市長直轄組織防災安全課 

 

 

企画部 

総務部 

経済文化部 

市民生活部 

健康福祉部 

都市整備部 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１５８条第１項の規定に基づき、市長の権限

に属する事務を分掌させるため、次の市長直轄

組織及び部を置く。 

  市長直轄組織危機管理課 

市長直轄組織まちづくり協働課 

市長直轄組織シティプロモーション課 

経営戦略部 

行政管理部 

地域振興部 

市民生活部 

健康福祉部 

都市整備部 

（市長直轄組織の事務分掌） （市長直轄組織の事務分掌） 

第２条 市長直轄組織は、おおむね次の事務を分

掌する。 

 

第２条 市長直轄組織は、社会情勢の変化に伴う

課題に総合的かつ迅速に対応するため、おおむ

ね次の事務を分掌する。 



 

１４ 

 

⑴及び⑵ ＜省略＞ ⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ 市民の安全に関すること。 ⑶ 市民協働の促進に関すること。 

 ⑷ 市民の自発的な活動及び交流の促進に関す 

ること。 

 ⑸ シティプロモーションに関すること。 

 ⑹ 市政情報に関すること。 

（企画部の事務分掌） （経営戦略部の事務分掌） 

第３条 企画部は、おおむね次の事務を分掌する

。 

第３条 経営戦略部は、都市の経営を戦略的に推

進するため、おおむね次の事務を分掌する。 

⑴ ＜省略＞ ⑴ ＜省略＞ 

⑵ 市政情報に関すること。   

⑶ 市政の総合的な企画及び調整に関すること 

 。 

⑵ 市政の総合的な調整及び企画に関すること 

 。 

⑷ ＜省略＞ ⑶ ＜省略＞ 

⑸ シティプロモーションに関すること。  

⑹ ＜省略＞ ⑷ ＜省略＞ 

（総務部の事務分掌） （行政管理部の事務分掌） 

第４条 総務部は、おおむね次の事務を分掌する

。 

第４条 行政管理部は、都市経営の基盤となる行

政事務の品質を向上させるため、おおむね次の

事務を分掌する。 

⑴から⑸まで ＜省略＞ ⑴から⑸まで ＜省略＞ 

⑹ 市税に関すること。  

（経済文化部の事務分掌） （地域振興部の事務分掌） 

第５条 経済文化部は、おおむね次の事務を分掌

する。 

 

第５条 地域振興部は、地域における経済活動、

芸術文化及びスポーツの振興を促進するため、

おおむね次の事務を分掌する。 

 ⑴ 工業及び農林業に関すること。 

⑴ 商工業及び陶磁器産業に関すること。 ⑵ 商業及び陶磁器産業に関すること。 

⑵ ＜省略＞ ⑶ ＜省略＞ 

⑶ 芸術文化に関すること。 ⑷ 芸術文化の振興に関すること。 

⑷ スポーツに関すること。 ⑸ スポーツの振興に関すること。 

（市民生活部の事務分掌） （市民生活部の事務分掌） 

第６条 市民生活部は、おおむね次の事務を分掌第６条 市民生活部は、市民が安全かつ安定した



 

１５ 

 

する。 

 

日常生活を送る上で必要となる基本的なサービ

スを提供するため、おおむね次の事務を分掌す

る。 

⑴ 市民の協働、自発的活動及び交流に関する 

こと。 

⑴ 日常生活の中で発生する諸問題に関するこ 

と。 

⑵ 多様性社会の実現に関すること。 ⑵ 地域の安全に関すること。 

⑶ ＜省略＞ ⑶ ＜省略＞ 

 ⑷ 市税に関すること。 

⑷ ＜省略＞ ⑸ ＜省略＞ 

（健康福祉部の事務分掌） （健康福祉部の事務分掌） 

第７条 健康福祉部は、おおむね次の事務を分掌

する。 

 

第７条 健康福祉部は、福祉を推進し、子育てを

支援し、及び市民の健康を増進するため、おお

むね次の事務を分掌する。 

⑴及び⑵ ＜省略＞ ⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ 子ども・若者及び子育てに関すること。 ⑶ 子ども及び子育てに関すること。 

⑷から⑹まで ＜省略＞ ⑷から⑹まで ＜省略＞ 

（都市整備部の事務分掌） （都市整備部の事務分掌） 

第８条 都市整備部は、おおむね次の事務を分掌

する。 

第８条 都市整備部は、社会資本を整備し、及び

維持するため、おおむね次の事務を分掌する。 

⑴から⑶まで ＜省略＞ ⑴から⑶まで ＜省略＞ 

⑷ 農林業に関すること。  

⑸ ＜省略＞ ⑷ ＜省略＞ 
  

附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 

 （理 由） 

この案を提出するのは、多様化及び複雑化する社会ニーズに対応できる

組織の再構築に当たり、行政組織の改編及び事務分掌の整理のため、瀬戸

市事務分掌条例中所要の事項を改正するため必要があるからである。  



 

１６ 

 

６年市長提出第５８号議案  

行政組織改編に伴う関係条例の整理に関する条例の制定について  

行政組織改編に伴う関係条例の整理に関する条例を次のように定めるも

のとする。  

令和６年８月３０日提出  

瀬戸市長  川 本 雅 之 

行政組織改編に伴う関係条例の整理に関する条例  

（瀬戸市特別職報酬等審議会条例の一部改正）  

第１条 瀬戸市特別職報酬等審議会条例（昭和４１年瀬戸市条例第１６号

）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

 （庶務）  （庶務） 

第９条 審議会の庶務は、総務部人事課において

処理する。 

第９条 審議会の庶務は、行政管理部人事課にお

いて処理する。 
  

（瀬戸市情報公開・個人情報保護審査会運営条例の一部改正）  

第２条 瀬戸市情報公開・個人情報保護審査会運営条例（令和４年瀬戸市

条例第２７号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

 （庶務）  （庶務） 

第１４条 審査会の庶務は、総務部行政課におい

て処理する。 

第１４条 審査会の庶務は、行政管理部行政課に

おいて処理する。 
  

（瀬戸市行政不服審査会運営条例の一部改正）  



 

１７ 

 

第３条 瀬戸市行政不服審査会運営条例（令和４年瀬戸市条例第２９号）

の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

 （庶務）  （庶務） 

第１０条 審査会の庶務は、総務部行政課におい

て処理する。 

第１０条 審査会の庶務は、行政管理部行政課に

おいて処理する。 
  

（瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参画審議会条例の一部改正）  

第４条 瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参画審議会条例（平成２８年瀬

戸市条例第１４号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

 （庶務）  （庶務） 

第７条 審議会の庶務は、市民生活部多様性協働

課において処理する。 

第７条 審議会の庶務は、市長直轄組織まちづく

り協働課において処理する。 
  

（瀬戸市文化施設運営委員会条例の一部改正）  

第５条 瀬戸市文化施設運営委員会条例（平成１７年瀬戸市条例第３７号

）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

 （庶務）  （庶務） 

第８条 委員会の庶務は、経済文化部文化課にお

いて処理する。 

第８条 委員会の庶務は、地域振興部文化課にお

いて処理する。 
   



 

１８ 

 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、行政組織改編に伴う所管の変更に当たり、瀬戸

市特別職報酬等審議会条例、瀬戸市情報公開・個人情報保護審査会運営条

例、瀬戸市行政不服審査会運営条例、瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参

画審議会条例及び瀬戸市文化施設運営委員会条例中所要の事項を改正する

ため必要があるからである。  

 



 

１９ 

 

６年市長提出第５９号議案  

   瀬戸市公告式条例の一部改正について  

瀬戸市公告式条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。  

  令和６年８月３０日提出  

瀬戸市長  川 本 雅 之  

瀬戸市公告式条例の一部を改正する条例  

瀬戸市公告式条例（昭和３６年瀬戸市条例第６号）の一部を次のように

改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

 （条例の公布）  （条例の公布） 

第２条 ＜省略＞ 第２条 ＜省略＞ 

２ 条例の公布は、瀬戸市役所前の掲示場に掲示

して行う。 

２ 条例の公布は、次に掲げる掲示場に掲示して

行う。 

  ⑴ 瀬戸市役所前掲示場 

  ⑵ 瀬戸市役所水野支所前掲示場 

  ⑶ 瀬戸市役所幡山支所前掲示場 

  ⑷ 瀬戸市役所品野支所前掲示場 

 （規則の公布及び規程の公表）  （規則の公布） 

第３条 規則を公布しようとするとき又は市長の

定める規程を公表しようとするときは、公布又

は公表の旨の前文、年月日及び市長名を記入し

なければならない。 

第３条 前条の規定は、規則について準用する。 

２ 前条第２項の規定は、前項の規則の公布又は

規程の公表にこれを準用する。 

 

  （市長の定める規程の公表） 

 第４条 規則を除くほか、市長の定める規程で公

表を要するものを公表しようとするときは、公

表の旨の前文、年月日及び市長の氏名を記入し



 

２０ 

 

て、市長印を押さなければならない。 

 ２ 第２条第２項の規定は、前項の規程について

準用する。 

 （市の機関の定める規則及び規程の公布又は公

表） 

 （市の機関の定める規則及び規程の公布又は公

表） 

第４条 前条の規定は、市の機関の定める規則及

び規程で公表を要するものにこれを準用する。

この場合において、同条第１項中「市長名」と

あるのは、「当該機関名又は当該機関を代表す

る者の氏名」と読み替えるものとする。 

第５条 第２条の規定は、議会の会議規則、会議

の傍聴に関する規則その他市の機関の定める規

則について準用する。この場合において、同条

第１項中「市長」とあるのは、「当該機関を代

表する者」と読み替えるものとする。 

 ２ 前条の規定は、市の機関の定める規程で公表

を要するものについて準用する。この場合にお

いて、同条第１項中「市長の氏名」とあるのは

「当該機関を代表する者の氏名」と、「市長印

」とあるのは「当該機関を代表する者の印」と

読み替えるものとする。 

 （施行期日の特例）  （施行期日の特例） 

第５条 ＜省略＞ 第６条 ＜省略＞ 
  

附 則 

 この条例は、令和６年１０月１日から施行する。  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、事務の効率化を図るため、規則の公布等の手続

及び掲示場の設置箇所数を見直すに当たり、瀬戸市公告式条例中所要の事

項を改正するため必要があるからである。  



２１ 

 

６年市長提出第６０号議案  

瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例の一部を改正する

条例及び瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例等の一部

を改正する条例の一部改正について  

瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例の一部を改正する条例

及び瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例等の一部を改正する

条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。  

令和６年８月３０日提出  

瀬戸市長  川 本 雅 之 

瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例の一部を改正する

条例及び瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例等の一部

を改正する条例の一部を改正する条例  

 （瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例の一部を改正する条

例の一部改正）  

第１条 瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例の一部を改正す

る条例（昭和４２年瀬戸市条例第７号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

附 則 附 則 

１及び２ ＜省略＞ １及び２ ＜省略＞ 

（低額年金の年額についての特例） （低額年金の年額についての特例） 

３ 退職年金又は遺族年金で、次の表の左欄の区

分のいずれかに該当するものの令和６年４月分

以降の年額がそれぞれ同表の左欄の区分に対応

する同表の右欄に定める額に満たないときは、

当該右欄に定める額をもってその年額とする。 

３ 退職年金又は遺族年金で、次の表の左欄の区

分のいずれかに該当するものの平成１２年４月

分以降の年額がそれぞれ同表の左欄の区分に対

応する同表の右欄に定める額に満たないときは

、当該右欄に定める額をもってその年額とする



２２ 

 

。 

退職年金又は遺族年金 金額 

６５歳以上の者に給す

る退職年金 

円 

１，１６３，３００ 

６５歳未満の者に給す

る退職年金 
８７２，４００ 

遺族年金 ８１３，４００ 
 

退職年金又は遺族年金 金額 

６５歳以上の者に給す

る退職年金 

円 

１，１３２，７００ 

６５歳未満の者に給す

る退職年金 
８４９，５００ 

遺族年金 ７９２，０００ 
 

４ 令和６年３月３１日以前に給与事由の生じた

前項に規定する退職年金又は遺族年金の同月分

までの年額については、なお従前の例による。 

４ 平成１２年３月３１日以前に給与事由の生じ

た前項に規定する退職年金又は遺族年金の同月

分までの年額については、なお従前の例による

。 

５ ＜省略＞ ５ ＜省略＞ 
  

 （瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例等の一部を改正する

条例の一部改正）  

第２条 瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例等の一部を改正

する条例（昭和５１年瀬戸市条例第３７号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

附 則 附 則 

（遺族年金の年額に係る加算の特例） （遺族年金の年額に係る加算の特例） 

第３条 遺族年金を受ける者が妻であって、その

妻が次の各号のいずれかに該当する場合には、

その年額に、当該各号に掲げる額を加えるもの

とする。 

第３条 遺族年金を受ける者が妻であって、その

妻が次の各号のいずれかに該当する場合には、

その年額に、当該各号に掲げる額を加えるもの

とする。 

⑴ 扶養遺族（当該妻により生計を維持し、又

は当該妻と生計を共にする瀬戸市職員の退職

年金等に関する条例（昭和３０年瀬戸市条例

第１４号）第８条第１項に規定する遺族で、

⑴ 扶養遺族（当該妻により生計を維持し、又

は当該妻と生計を共にする瀬戸市職員の退職

年金等に関する条例（昭和３０年瀬戸市条例

第１４号）第８条第１項に規定する遺族で、
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遺族年金の支給を受けるべき要件を備えたも

のをいう。）である子が２人以上ある場合   

２７万３，９００円 

遺族年金の支給を受けるべき要件を備えたも

のをいう。）である子が２人以上ある場合    

２６万７，５００円 

⑵ 扶養遺族である子（前号に規定する子に限

る。）が１人ある場合 １５万６，４００円 

⑵ 扶養遺族である子（前号に規定する子に限

る。）が１人ある場合 １５万２，８００円 

⑶ ６０歳以上である場合（前２号に該当する

場合を除く。） １５万６，０００円 

⑶ ６０歳以上である場合（前２号に該当する

場合を除く。） １５万２，８００円 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 
  

附 則 

 （施行期日等）  

第１条 この条例は、公布の日から施行し、第１条の規定による改正後の

瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例の一部を改正する条例

（以下「改正後の条例第７号」という。）及び第２条の規定による改正

後の瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例等の一部を改正す

る条例（以下「改正後の条例第３７号」という。）の規定は、令和６年

４月１日から適用する。 

（多額所得による退職年金停止についての経過措置）  

第２条 令和６年４月分から同年６月分までの退職年金に関する瀬戸市職

員の退職年金等に関する条例の臨時特例（昭和２４年瀬戸市条例第１１

号）第３条の規定の適用については、附則第４条の規定による改定を行

わないとした場合に受けることとなる退職年金の年額をもって退職年金

の年額とする。  

 （遺族年金の年額に係る加算についての経過措置）  

第３条 改正後の条例第３７号附則第３条第１項の規定は、令和６年４月

１日前に支給すべき事由の生じた遺族年金で令和６年４月分以後に支給

すべきものについて適用し、令和６年３月分以前に支給すべき遺族年金

については、なお従前の例による。  
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（退職年金及び遺族年金の年額の改定）  

第４条 職員に給する退職年金又はその者の遺族に給する遺族年金につい

ては、令和６年４月分以降、これらの年額を、これらの年額の計算の基

礎となっている給料年額にそれぞれ対応する附則別表の仮定給料年額を

退職又は死亡当時の給料年額とみなして算出して得た年額に改定する。  

（職権改定）  

第５条 この条例の規定による退職年金又は遺族年金の年額の改定は、市

長が受給者の請求を待たずに行う。  

（内払）  

第６条 改正後の条例第７号及び改正後の条例第３７号の規定を適用する

場合においては、第１条の規定による改正前の瀬戸市職員の退職年金等

に関する条例の臨時特例の一部を改正する条例又は第２条の規定による

改正前の瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例等の一部を改

正する条例の規定に基づいて支給された退職年金又は遺族年金は、それ

ぞれ改正後の条例第７号又は改正後の条例第３７号の規定による退職年

金又は遺族年金の内払とみなす。  

附則別表（附則第４条関係）  

退職年金又は遺族年金の年額の計算

の基礎となっている給料年額  

仮定給料年額  

円  

１，１４７，０００ 

円  

１，１７８，０００  

１，１９７，８００   １，２３０，１００   

１，２５０，０００   １，２８３，８００   

１，３０１，７００   １，３３６，８００   
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１，３５４，６００   １，３９１，２００   

１，３８７，４００   １，４２４，９００   

１，４２０，３００   １，４５８，６００   

１，４５７，６００   １，４９７，０００   

１，５１０，８００   １，５５１，６００   

１，５５６，６００   １，５９８，６００   

１，５９９，４００   １，６４２，６００   

１，６５１，０００   １，６９５，６００   

１，７０３，１００   １，７４９，１００   

１，７５９，８００   １，８０７，３００   

１，８１７，２００   １，８６６，３００   

１，８８８，７００   １，９３９，７００   

１，９３３，９００   １，９８６，１００   

１，９９２，０００   ２，０４５，８００   

２，０４８，７００   ２，１０４，０００   

２，１６１，０００   ２，２１９，３００   

２，１９１，２００   ２，２５０，４００   

２，２７７，８００   ２，３３９，３００   

２，３９２，８００   ２，４５７，４００   

２，５２０，０００   ２，５８８，０００   

２，５８４，９００   ２，６５４，７００   

２，６４６，８００   ２，７１８，３００   

２，７３５，２００   ２，８０９，１００   

２，７８７，３００   ２，８６２，６００   
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２，９３８，０００   ３，０１７，３００   

３，０１２，９００   ３，０９４，２００   

３，０９０，９００   ３，１７４，４００   

３，２４１，４００   ３，３２８，９００   

３，３９３，０００   ３，４８４，６００   

３，４３２，６００   ３，５２５，３００   

３，５５７，９００   ３，６５４，０００   

３，７３５，７００   ３，８３６，６００   

３，９１１，９００   ４，０１７，５００   

４，０２０，６００   ４，１２９，２００   

４，１２６，７００   ４，２３８，１００   

４，３４２，０００   ４，４５９，２００   

４，５５２，８００   ４，６７５，７００   

４，５９４，２００   ４，７１８，２００   

４，７５８，０００   ４，８８６，５００   

４，９６４，６００   ５，０９８，６００   

５，１７０，１００   ５，３０９，７００   

５，３７４，２００   ５，５１９，３００   

５，５０３，１００   ５，６５１，７００   

５，６４０，４００   ５，７９２，７００   

５，９０４，９００   ６，０６４，３００   

退職年金又は遺族年金の年額の計算の基礎となっている給料年額が

１，１４７，０００円未満の場合においては、その年額に１．０２７

を乗じて得た額（５０円未満の端数があるときはこれを切り捨て、５
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０円以上１００円未満の端数があるときはこれを１００円に切り上げ

る。）を、５ ,９０４ ,９００円を超える場合においてはその年額を仮

定給料年額とする。  

 

（理 由） 

 この案を提出するのは、恩給法（大正１２年法律第４８号）に規定する

年金である恩給の額が改定されたことに伴い、この改定の措置に準じて瀬

戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例の一部を改正する条例及び

瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例等の一部を改正する条例

中所要の事項を改正するため必要があるからである。  
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６年市長提出第６１号議案  

瀬戸市クリーンセンター条例の一部改正について  

瀬戸市クリーンセンター条例の一部を改正する条例を次のように定める

ものとする。  

令和６年８月３０日提出 

瀬戸市長  川 本 雅 之  

瀬戸市クリーンセンター条例の一部を改正する条例  

瀬戸市クリーンセンター条例（昭和３５年瀬戸市条例第１０号）の一部

を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

 （使用許可）  （使用許可） 

第４条 処理施設を使用することができる者は、

次の各号のいずれかに該当し、市長の許可を受

けた者とする。 

第４条 処理施設を使用することができる者は、

次に掲げる条件を具備し、かつ、市長の許可を

受けた者でなければならない。 

⑴ 市内において廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律（昭和４５年法律第１３７号）第７条

第１項の許可を受けた者 

⑴ 一般廃棄物収集運搬業又は浄化槽清掃業の

許可を受けた者であること。 

⑵ 市内において浄化槽法（昭和５８年法律第

４３号）第３５条第１項の許可を受けた者 

⑵ し尿及び浄化槽汚泥等の搬入は、タンク車

によって行うこと。 

⑶ その他市長が必要と認めた者  

２及び３ ＜省略＞ ２及び３ ＜省略＞ 

 （技術管理者の資格） （技術管理者の資格） 

第６条 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第２

１条第３項に規定する条例で定める資格は、次

のとおりとする。 

第６条 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭

和４５年法律第１３７号）第２１条第３項に規

定する条例で定める資格は、次のとおりとす

る。 

⑴から⑾まで ＜省略＞ ⑴から⑾まで ＜省略＞ 
  



２９ 

 

附 則 

 （施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この条例の施行の際現に改正前の瀬戸市クリーンセンター条例第４条

の規定により受けている施設の使用の許可については、この条例の施行

後もその許可により認められている期間は、なおその効力を有する。  

 

（理 由）  

この案を提出するのは、災害時等における自治体間の円滑な協力体制の

構築を図るに当たり、瀬戸市クリーンセンター条例中所要の事項を改正す

るため必要があるからである。  
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６年市長提出第６２号議案  

瀬戸市子ども・若者センター条例の廃止について  

瀬戸市子ども・若者センター条例を廃止する条例を次のように定めるも

のとする。 

令和６年８月３０日提出 

瀬戸市長  川 本 雅 之  

瀬戸市子ども・若者センター条例を廃止する条例  

 瀬戸市子ども・若者センター条例（令和２年瀬戸市条例第４４号）は、

廃止する。  

   附  則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 

 （理 由） 

 この案を提出するのは、瀬戸市子ども・若者センターを廃止するため必

要があるからである。  
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６年市長提出第６３号議案  

瀬戸市こども若者家庭センター条例の制定について  

瀬戸市こども若者家庭センター条例を次のように定めるものとする。  

令和６年８月３０日提出 

瀬戸市長  川 本 雅 之  

瀬戸市こども若者家庭センター条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５６条

第１項並びに児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１０条の２第

１項及び子ども・若者育成支援推進法（平成２１年法律第７１号）第１

３条の規定に基づき、瀬戸市こども若者家庭センター（以下「センタ

ー」という。）の設置に関し必要な事項を定めるものとする。  

（設置） 

第２条 センターの名称、位置、所掌事務及び所管区域は、次のとおりと

する。  

名称 位置  所掌事務  所管区域  

瀬 戸 市

こ ど も

若 者 家

庭 セ ン

ター 

瀬戸市川端

町１丁目３

１番地  

１ 母子保健に関すること。 

２  市長が必要と認める事項に関

すること。 

瀬戸市の

全域 

瀬戸市栄町

４５番地  

１ 子ども・若者に関すること。  

２  市長が必要と認める事項に関

すること。 

 （委任）  

第３条 この条例に定めるもののほか、センターに関し必要な事項は、市

長が定める。  
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附 則 

 （施行期日）  

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

（瀬戸市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改

正） 

２ 瀬戸市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年

瀬戸市条例第１４号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

別表第１（第５条関係） 別表第１（第５条関係） 

職種 
職務

の級 
基準となる職務 

＜省略＞ 

⒁ 学校

教育職 

１級 １及び２ ＜省略＞ 

３ こども若者家庭センタ

ーにおける相談員の職務 

４ ＜省略＞ 

＜省略＞ 
 

職種 
職務

の級 
基準となる職務 

＜省略＞ 

⒁ 学校

教育職 

１級 １及び２ ＜省略＞ 

３ 子ども・若者センター

における相談員の職務 

４ ＜省略＞ 

＜省略＞ 
 

  

 

 （理 由） 

 この案を提出するのは、「子育て世代包括支援センター」の機能と「子

ども家庭総合支援拠点」の機能を一体化した組織として子育て家庭等に対

する相談支援を実施することにより、母子保健及び児童福祉の両機能の連

携及び協働を深め、切れ目なく、漏れなく対応するため並びに若者の支援

を一体的に行っていくため、瀬戸市こども若者家庭センターを設置するに

当たり、必要があるからである。  
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６年市長提出第６４号議案  

瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部改正について  

瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例を次のように定めるものとする。  

令和６年８月３０日提出 

瀬戸市長  川 本 雅 之  

瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例  

瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成２６年瀬戸市条例第２４号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

 （職員）  （職員） 

第２９条 ＜省略＞ 第２９条 ＜省略＞ 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ 

、当該各号に定める数の合計数に１を加えた数 

以上とする。 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ 

、当該各号に定める数の合計数に１を加えた数 

以上とする。 

⑴及び⑵ ＜省略＞ ⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６ 

条の３第１０項第２号の規定に基づき受け入 

れる場合に限る。次号において同じ。） お 

おむね１５人につき１人 

⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６ 

条の３第１０項第２号の規定に基づき受け入 

れる場合に限る。次号において同じ。） お 

おむね２０人につき１人 

⑷ 満４歳以上の児童 おおむね２５人につき 

１人 

⑷ 満４歳以上の児童 おおむね３０人につき 

１人 

３ ＜省略＞ ３ ＜省略＞ 

（職員） （職員） 
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第３１条 ＜省略＞ 第３１条 ＜省略＞ 

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる乳幼児 

の区分に応じ、当該各号に定める数の合計数に 

１を加えた数以上とし、そのうち半数以上は保 

育士とする。 

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる乳幼児 

の区分に応じ、当該各号に定める数の合計数に 

１を加えた数以上とし、そのうち半数以上は保 

育士とする。 

⑴及び⑵ ＜省略＞ ⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６ 

条の３第１０項第２号の規定に基づき受け入 

れる場合に限る。次号において同じ。） お 

おむね１５人につき１人 

⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６ 

条の３第１０項第２号の規定に基づき受け入 

れる場合に限る。次号において同じ。） お 

おむね２０人につき１人 

⑷ 満４歳以上の児童 おおむね２５人につき 

１人 

⑷ 満４歳以上の児童 おおむね３０人につき 

１人 

３ ＜省略＞ ３ ＜省略＞ 

（保育所型事業所内保育事業所の職員） （保育所型事業所内保育事業所の職員） 

第４４条 ＜省略＞ 第４４条 ＜省略＞ 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ 

、当該各号に定める数の合計数以上とする。た 

だし、保育所型事業所内保育事業所一につき２ 

人を下回ることはできない。 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ 

、当該各号に定める数の合計数以上とする。た 

だし、保育所型事業所内保育事業所一につき２ 

人を下回ることはできない。 

⑴及び⑵ ＜省略＞ ⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６ 

条の３第１２項第２号の規定に基づき受け入 

れる場合に限る。次号において同じ。） お 

おむね１５人につき１人 

⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６ 

条の３第１２項第２号の規定に基づき受け入 

れる場合に限る。次号において同じ。） お 

おむね２０人につき１人 

⑷ 満４歳以上の児童 おおむね２５人につき 

１人 

⑷ 満４歳以上の児童 おおむね３０人につき 

１人 

３ ＜省略＞ ３ ＜省略＞ 

（小規模型事業所内保育事業所の職員） （小規模型事業所内保育事業所の職員） 

第４７条 ＜省略＞ 第４７条 ＜省略＞ 

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる区分に 

応じ、当該各号に定める数の合計数に１を加え 

た数以上とし、そのうち半数以上は保育士とす 

る。 

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる区分に 

応じ、当該各号に定める数の合計数に１を加え 

た数以上とし、そのうち半数以上は保育士とす 

る。 
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⑴及び⑵ ＜省略＞ ⑴及び⑵ ＜省略＞ 

 ⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６ 

条の３第１２項第２号の規定に基づき受け入 

れる場合に限る。次号において同じ。） お 

おむね１５人につき１人 

⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６ 

条の３第１２項第２号の規定に基づき受け入 

れる場合に限る。次号において同じ。） お 

おむね２０人につき１人 

⑷ 満４歳以上の児童 おおむね２５人につき 

１人 

⑷ 満４歳以上の児童 おおむね３０人につき 

１人 

３ ＜省略＞ ３ ＜省略＞ 
  

附 則 

（施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

 （経過措置）  

２ 当分の間、小規模保育事業所Ａ型、小規模保育事業所Ｂ型、保育所型

事業所内保育事業所及び小規模型事業所内保育事業所に置く保育士及び

保育従事者の数の基準は、改正後の第２９条第２項、第３１条第２項、

第４４条第２項及び第４７条第２項の規定にかかわらず、なお従前の例

による。  

３ 前項に規定する期間内においても、小規模保育事業者（Ａ型）、小規

模保育事業者（Ｂ型）、保育所型事業所内保育事業者及び小規模型事業

所内保育事業者は、改正後の第２９条第２項、第３１条第２項、第４４

条第２項及び第４７条第２項に定める基準を満たす数の保育士及び保育

従事者を置くように努めなければならない。  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

（平成２６年厚生労働省令第６１号）の一部改正に伴い、瀬戸市家庭的保

育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例中所要の事項を改正す
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るため必要があるからである。  
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６年市長提出第６５号議案  

瀬戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例の一部改正について  

瀬戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。  

令和６年８月３０日提出 

瀬戸市長  川 本 雅 之  

瀬戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例  

瀬戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例（平成２６年瀬戸市条例第２５号）の一部を次のように改正

する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

 （掲示等）  （掲示） 

第２３条 特定教育・保育施設は、当該特定教育

・保育施設の見やすい場所に、運営規程の概要

、職員の勤務の体制、利用者負担その他の利用

申込者の特定教育・保育施設の選択に資すると

認められる重要事項を掲示するとともに、電気

通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆に

よって直接受信されることを目的として公衆か

らの求めに応じ自動的に送信を行うことをいい

、放送又は有線放送に該当するものを除く。）

により公衆の閲覧に供しなければならない。 

第２３条 特定教育・保育施設は、当該特定教育

・保育施設の見やすい場所に、運営規程の概要

、職員の勤務の体制、利用者負担その他の利用

申込者の特定教育・保育施設の選択に資すると

認められる重要事項を掲示するよう努めなけれ

ばならない。 

 （電磁的記録等）  （電磁的記録等） 

第５３条 ＜省略＞ 第５３条 ＜省略＞ 
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２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定に

よる書面等の交付又は提出については、当該書

面等が電磁的記録により作成されている場合に

は、当該書面等の交付又は提出に代えて、第４

項で定めるところにより、教育・保育給付認定

保護者の承諾を得て、当該書面等に記載すべき

事項（以下この条において「記載事項」という

。）を電子情報処理組織（特定教育・保育施設

等の使用に係る電子計算機と教育・保育給付認

定保護者の使用に係る電子計算機とを電気通信

回線で接続した電子情報処理組織をいう。以下

この項において同じ。）を使用する方法その他

の情報通信の技術を利用する方法であって次に

掲げるもの（以下この条において「電磁的方法

」という。）により提供することができる。こ

の場合において、当該特定教育・保育施設等は

、当該書面等を交付し、又は提出したものとみ

なす。 

２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定に

よる書面等の交付又は提出については、当該書

面等が電磁的記録により作成されている場合に

は、当該書面等の交付又は提出に代えて、第４

項で定めるところにより、教育・保育給付認定

保護者の承諾を得て、当該書面等に記載すべき

事項（以下この条において「記載事項」という

。）を電子情報処理組織（特定教育・保育施設

等の使用に係る電子計算機と、教育・保育給付

認定保護者の使用に係る電子計算機とを電気通

信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以

下この項において同じ。）を使用する方法その

他の情報通信の技術を利用する方法であって次

に掲げるもの（以下この条において「電磁的方

法」という。）により提供することができる。

この場合において、当該特定教育・保育施設等

は、当該書面等を交付し、又は提出したものと

みなす。 

⑴ ＜省略＞ ⑴ ＜省略＞ 

⑵ 電磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒 

体をいう。）をもって調製するファイルに

記載事項を記録したものを交付する方法 

⑵ 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他 

これらに準ずる方法により一定の事項を確実 

に記録しておくことができる物をもって調製 

するファイルに記載事項を記録したものを交 

付する方法 

３から６まで ＜省略＞ ３から６まで ＜省略＞ 
  

附 則 

 （施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この条例の施行の日から令和７年４月１日までの間におけるこの条例

による改正後の瀬戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運

営に関する基準を定める条例第２３条（同条例第５０条において準用す
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る場合を含む。）の規定の適用については、同条例第２３条中「掲示す

るとともに」とあるのは「掲示しなければならないほか」と、「供しな

ければ」とあるのは「供するよう努めなければ」とする。  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並

びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準（平成２６年内閣

府令第３９号）の一部改正に伴い、瀬戸市特定教育・保育施設及び特定地

域型保育事業の運営に関する基準を定める条例中所要の事項を改正するた

め必要があるからである。  
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６年市長提出第６６号議案  

愛知県後期高齢者医療広域連合規約の一部変更について  

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の３第１項の規定に

より、愛知県後期高齢者医療広域連合規約の一部を次のとおり変更するも

のとする。  

令和６年８月３０日提出  

瀬戸市長  川 本 雅 之  

愛知県後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約  

愛知県後期高齢者医療広域連合規約（平成１９年３月２０日愛知県知事

許可）の一部を次のように変更する。  

次の表の変更前の欄に掲げる規定を同表の変更後の欄に掲げる規定に下

線で示すように変更する。

変更後 変更前 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

＜省略＞ 

２ 資格確認書等の引渡し 

３ 資格確認書等の返還の受付 

＜省略＞ 
 

＜省略＞ 

２ 被保険者証及び資格証明書の引渡し 

３ 被保険者証及び資格証明書の返還の受付 

＜省略＞ 
 

  

附 則 

 この規約は、令和６年１２月２日から施行する。  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年

法律第８０号）の一部改正に伴い、現行の被保険者証が廃止されるため、

愛知県後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更するに当たり、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の３第１項の規定による協議を
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することについて、同法第２９１条の１１の規定に基づき、議会の議決を

求めるため必要があるからである。  
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６年市長提出第６７号議案  

   交通事故に係る和解について  

 本市が当事者である交通事故について、次により和解するものとする。  

  令和６年８月３０日提出  

瀬戸市長  川 本 雅 之  

１  事故の概要  

  令和６年５月２日瀬戸市学校給食センター敷地内において、相手方普

通貨物自動車が後進した際、駐車中の学校教育課の軽乗用自動車に接触

し、当該軽乗用自動車が損傷した物損事故  

２  損傷の状況  

  後方のドア、窓ガラス及びバンパーの損傷  

３  損害賠償の額  

  ５９６，２７４円（車両損害料、レッカー費用及び代車費用）  

４  和解の要旨  

 ⑴  相手方は、本市に対し、本件事故に係る損害賠償として上記３の金

額を支払う。  

 ⑵  本市と相手方は、本件事故に基づく損害に関し、本和解に定めるも

ののほか、何らの債権債務のないことを相互に確認する。  

 

 （理  由）  

この案を提出するのは、本市が当事者である交通事故に係る和解をする

に当たり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２

号の規定により、議会の議決を求めるため必要があるからである。  
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６年市長提出第６８号議案  

瀬戸市スポーツ施設条例の一部改正について  

瀬戸市スポーツ施設条例の一部を改正する条例を次のように定めるもの

とする。  

令和６年８月３０日提出  

瀬戸市長  川 本 雅 之  

瀬戸市スポーツ施設条例の一部を改正する条例  

瀬戸市スポーツ施設条例（昭和４５年瀬戸市条例第３０号）の一部を次

のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に

下線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（趣旨）  

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法 

律第６７号）第２４４条の２第１項及び瀬戸市 

都市公園条例（昭和３９年瀬戸市条例第２３

号）第１１条の２の規定に基づき、スポーツ施

設（以下「施設」という。）の設置及び管理に

関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（設置） （設置） 

第１条の２ スポーツの普及を図り、市民の健康

を増進するため、施設を設置する。 

第１条 スポーツの普及をはかり、市民の健康を

増進するため、スポーツ施設（以下「施設」と

いう。）を設置する。 
  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、スポーツ施設の設置及び管理に係る事務の法的
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根拠を明確化するに当たり、瀬戸市スポーツ施設条例中所要の事項を改正

するため必要があるからである。  
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６年市長提出第６９号議案  

名古屋都市計画八床工業用地地区計画の区域内における建築物の制

限に関する条例の一部改正について  

名古屋都市計画八床工業用地地区計画の区域内における建築物の制限に

関する条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。  

令和６年８月３０日提出  

瀬戸市長  川 本 雅 之  

名古屋都市計画八床工業用地地区計画の区域内における建築物の制

限に関する条例の一部を改正する条例  

 名古屋都市計画八床工業用地地区計画の区域内における建築物の制限に

関する条例（令和３年瀬戸市条例第１２号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

別表（第４条関係） 別表（第４条関係） 

建築してはならない建築物 

次に掲げる建築物以外の建築物 

１ ＜省略＞ 

２ 物流施設（物資の流通の効率化に関する法

律（平成１７年法律第８５号）第４条第１号

に規定する流通業務の用に供するものをい

う。） 
 

建築してはならない建築物 

次に掲げる建築物以外の建築物 

１ ＜省略＞ 

２ 物流施設（流通業務の総合化及び効率化の

促進に関する法律（平成１７年法律第８５

号）第２条第１号に規定する流通業務の用に

供するものをいう。） 
 

  

 附  則 

 この条例は、流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物

自動車運送事業法の一部を改正する法律（令和６年法律第２３号）の施行

の日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行する。  

 



４６ 

 

（理 由） 

 この案を提出するのは、流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法

律（平成１７年法律第８５号）の一部改正に伴い、名古屋都市計画八床工

業用地地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例中所要の事項

を改正するため必要があるからである。  



４７ 

 

６年市長提出第７０号議案 

   市道路線の認定について  

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定に基づき、市

道の路線を次のように認定することについて、同条第２項の規定により、

議会の議決を求める。 

  令和６年８月３０日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之 

路線番号 路 線 名 
起 点 

終 点 

０８２８１ 西山３８号線 
西山町２丁目１３番１７地先  

西山町２丁目１３番１０地先  

１２５７７ 矢形１０号線  
矢形町１８番地先  

矢形町１２番５地先 

２１０２９ 原山台２２号線  
原山台２丁目３番１地先 

原山台２丁目３番６地先  
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